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１．経営の合理化のための方策 

（１）ビジネスモデル、経営戦略等 

① 基本的考え方 

・「地域の発展の中にこそ当行発展の源がある」という基本理念のもとに、北

陸三県・北海道を重点地域とし、中小企業および個人を中心に地域に密着

することで、堅固な営業基盤と安定的収益の確保を図るべく事業の再構築

に取り組んできております。 

・今後は、更に顧客層を拡大し、収益力の強化を図っていくため、従来の事

業金融を中心とした運用体制に加え、家業・個人も含めたリテール部門の

運用を強化してまいります。 

・加えて、グループ総体での収益力強化を図るため、持株会社を軸として経

営体制を再編するとともに、平成 16年度中には北海道銀行との経営統合を

進め、更なる営業力強化と効率化を図ってまいります。 

 

② 経営体制の見直しについて 

Ａ. 地区別事業部制の導入 

 (a) 概要 

・主要営業地域を北陸三県・北海道・三大都市の 3事業部に区分し、各営業

地域のﾏｰｹｯﾄ環境に応じた戦略を策定し、効果的な営業施策を展開する。 

 (b) 狙い 

○ 営業地域別に異なる経営環境に的確に対応した戦略を展開する。 

○ 組織・予算面から各地区事業部の独立性を高めることにより、業績に対

する責任を明確にし、収益の極大化を目指す。 

 

Ｂ.「株式会社ほくぎんフィナンシャルグループ」の設立 

(a) 概要 

・H15.9.26 に単独株式移転により株式会社ほくぎんﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟを設立。 

・H15.9.末までに株式会社ほくぎんﾌｨﾅﾝｼｬﾙｸﾞﾙｰﾌﾟは北銀ﾘｰｽ等関連 5社の株

式を取得し子会社等とする。 

・なお、H16年度中には、北海道銀行と持株会社方式で経営統合する予定。 

 

(b) 狙い 

○ 企画部門を集約し、ｸﾞﾙｰﾌﾟ全体での企業価値向上を目指した施策を展開。 

○ 人事・総務等の経営管理組織を集約し、効率的経営体制を構築する。 

○ 営業地域の同じくする金融機関との経営統合等を通じ、更なる営業力強

化と経営合理化を図る。 

Ｃ.北海道銀行との経営統合について 

(a) 概要 

・H15.5 に経営統合に関する基本合意を締結。 

・スケジュール詳細は、統合準備委員会で検討。 

・今後は、広域地域金融グループとして他の地域金融機関に類のないビジネ

スモデルにより経営の効率化と営業力の強化を図る。 

(b) 狙い 

○ 両行の取引先との関係維持に重点を置きながら、重複するインフラを統

合・再編することなどにより、経営資源を有効に活用し、効率的で収益

性の高い営業体制を構築。 

○ 両行の特色を生かし、特に北海道内における営業力を飛躍的に向上。 

○ 経済環境の異なる地域に跨る営業基盤を包含することで、より安定性の

ある資産ポートフォリオを構築。 

 

（２）平成 15年 3月期業務改善命令への対応 

① 業務改善命令について 

・株式市場の低迷を背景とした株式関係損失の計上を主因として、平成 15

年 3月期の当行の当期利益は、計画 137億円を 110億円下回る 27億円とな

り、収益目標と実績が大幅に乖離したことから銀行法に基づく業務改善命

令を受けました。 

② 収益目標と実績とが大幅に乖離した理由 

・一般貸引前業務純益は 531 億円と過去最高水準（計画比+56 億円）。 

・しかし、株価低迷の中、株式残高圧縮を進めたことなどから株式関係損失

▲252 億円計上（計画比▲252 億円）。 

・加えて、将来の処理に備え引当率引き上げ等の要因により、不良債権損失

処理額は▲304 億円計上（計画比▲54 億円）。 

・以上により、当期利益実績が計画から大幅乖離。 
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③ 抜本的収益改善策 

・消費者ﾛｰﾝの増強・貸出金利適正化（ﾌﾟﾗｲｼﾝｸﾞ）・経費削減を柱に、H19.3

期業務純益（一般貸倒引当金繰入前）580 億円を目指す。 

・株価変動ﾘｽｸの低減を優先し、今後 2年間で株式残高の圧縮を進める。 

（H15.3 末 上場株簿価：1,364億円 → H17.3 末 上場株簿価：900億円） 

・信用ﾘｽｸ低減のための限度ﾗｲﾝ・ｳｫｯﾁﾗｲﾝの見直しや企業再生支援ﾁｰﾑ「企業

支援ﾀｽｸﾌｫｰｽ」の設置等により企業再生支援・不良債権の残高圧縮に努める。 

（３）経営合理化計画 

＜基本的考え方＞ 

○ 人員や店舗の削減がｻｰﾋﾞｽの低下に繋がらないよう留意しながら、今まで

以上に聖域を設けずに全行一丸となって合理化に取組んでまいります。 

 

単位：％ 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 

ＯＨＲ ※50.05 51.47 49.18 47.77 46.25 

※ 15/3 月期の国債等債券関係損益 50 億円を除くコア業務粗利益ベースのＯＨＲは、

52.5％であり、実質的には16/3月期以降も順調に改善する計画としております。 
 

・ＯＨＲの目標（19 年 3 月期に 46.25%を達成） 

・ＯＨＲ46.25%は、現状地銀の中でもﾄｯﾌﾟｸﾗｽの水準であるため、目標として

は適当であると考えております。 

単位：億円 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 

人件費＋物件費 532 524 516 506 501 

① 人件費 

単位：億円 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 

人件費 256 252 255 247 240 

Ａ. 役員数の削減（H15.3 実績 13 名→H19.3 計画 12 名） 

・H15.6 には執行役員制度を積極的に活用し、取締役 7名体制とした。 

Ｂ. 正行員の削減（H15.3 実績 3,196 名→H19.3 計画 2,594 名） 

・ﾊﾟｰﾄ、ｽﾀｯﾌ労働力の活用により 14 年度は 222 名減少。 

・更なる効率化を図り、H19.3には 2,594名体制、ﾊﾟｰﾄ化比率 51%を目指す。 

Ｃ. 役員報酬・賞与の削減 

・H14.1 より役員は最大 55%ｶｯﾄ（役員賞与は引き続き見送り） 

・H15.3 普通株無配を受け、役付役員の役付手当分は自主返納。 

Ｄ. 行員処遇の見直し 

＜給与＞ 

・H14.3 から支店長以上 20%、副支店長以上 10%職務手当を減額。 

・H14.4 から定期昇給廃止（H15.1 から新給与体系へ移行）。 

＜賞与＞ 

・H10 年度から約 50%ｶｯﾄ→H13 年度下半期から更に 45%ｶｯﾄで運用。 

Ｅ. 平均給与月額（H15.3 実績 404 千円→H19.3 計画 411 千円） 

・ﾊﾟｰﾄ化促進により行員の平均給与は増加。 

 

② 物件費 

単位：億円 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 

物件費 276 272 261 259 261 

Ａ. 店舗見直し 

・H15.3 末 141 ｶ店（目標比▲1 ｶ店） 

・H15.8 には三大都市圏で 3店舗廃止し、H19.3 末までに 124 ｶ店以下。 

 

Ｂ. その他 

・必要度の低い施設の売却（社宅・寮、直営保養所等） 

・業務のｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ（後方事務、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ運用部門、ﾒｰﾙｶｰ共同運行等） 

・行用車の見直し 

・店舗外 ATM の共同化 

・店舗の有効活用（ｲﾝﾌﾞﾗﾝﾁｽﾄｱ、ﾛｰｿﾝとの業務提携等） 

 

③ 子会社・関連会社 

Ａ. 見直し方針 

・営業力強化と事業統合による効率化推進の観点から見直しを実施。 

・今後は、持株会社化による企画部門の統合等を通じて、更なる合理化・効

率化に努める。 

 

Ｂ. 見直し実績 

・H12.3 末～H14.3 末 11 社 → H15.3 末  7 社 



 3

２．図表１ダイジェスト版（北陸銀行） 

 
15/3 月期 

実績 

16/3 月期 

計画 

17/3 月期 

計画 

18/3 月期 

計画 

19/3 月期 

計画 

業務粗利益 ※ 1,064 1,016 1,047 1,057 1,081 

経費 532 523 515 505 500 

実質業務純益（注１） ※ 531 493 531 551 580 

与信関係費用（注２） 305 330 330 240 180 

株式等関係損益 ▲156 ▲75 ▲50 0 0 

経常利益 95 60 123 283 372 

当期利益 27 36 36 192 221 

ＯＨＲ 50.05％ 51.47％ 49.18％ 47.77％ 46.25％ 
（注１）実質業務純益は、一般貸倒引当金繰入前の業務純益 

（注２）与信関係費用は、一般貸倒引当金繰入額＋不良債権処理損失額 

 

※ 15/3月期の利益には国債等債券関係損益50億円を含むため、これを除いたベースのコア業務粗利益は1,013億円、

コア業務純益は 480 億円となっており、16/3 月期以降も順調に増益の計画としております。 
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３．責任ある経営体制の確立のための方策 

（１）ガバナンス体制（ほくぎんフィナンシャルグループ） 

＜基本的な考え方＞ 

○ 取締役会を頂点として、業務分掌規定等の社内規定の厳格な運用によ

り適切な権限の委譲を行い迅速に意思決定する体制。 

○ 取締役会の基本方針に沿った専門的事項は経営会議等で対応。 

○ 外部有識者や地域の声を経営に反映させるため、「経営諮問委員会」を

設置。 

＜諸機関の実施内容＞ 

会議名 メンバー 開催頻度 目的･討議の内容 

取締役会 取締役 

(監査役) 

月 1 回 

 

・法令や定款に定める事項を決議 

・経営の基本方針ならびに業務執行

に関する重要事項を審議 

経営会議 常勤取締役 

 

随時 

 

・取締役の決議した基本方針に基づ

く業務執行 

・各部門の特に重要な業務執行に関

する事項を審議 

監査役会 監査役 原則とし

て年 3回 

・監査の方針、監査計画、監査の方

法、監査業務の分担、監査役の職

務の執行等を協議・決議 

経営諮問委

員会 

学界・経済
界・行政等に
関係する 14
名の委員 

半期 

1～2 回 

・取締役会の助言機関 

・外部有識者や地域の方々の声を経

営に反映させる 

 

→客観性を持った経営計画のフォローアップ体制を整備 

・ 北陸銀行の常務会に随時、取締役会には4半期毎に報告し、機動的に対応 

・ 経営諮問委員会に年 2 回程度、監査役会（常勤 1 名、社外 3 名）に 4

半期毎に進捗状況を報告し、社外からの意見を経営に反映 

（２）コンプライアンス体制（グループ全体） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

→ 今後は、ｸﾞﾙｰﾌﾟ全社員・全ｽﾀｯﾌにｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽの更なる徹底を図っていくとと

もに、必要な部分は随時見直しを行い、体制強化に努める。 

 

４．配当等により利益の流出が行われないための方策等 

（１）基本的取り組み姿勢 

・収益力強化による内部留保蓄積を図り、自己資本比率 8%確保を目指す。 

（２）配当、役員報酬、賞与について 

① 配当：内部留保がある程度蓄積されるまでは、極力抑制。 

② 役員報酬：最大 55%ｶｯﾄ、役付役員の役付手当相当を自主返納。 

③ 役員賞与：支給の見送り継続。 

取 締 役 会

経 営 会 議
マネジメントコミッティ

経営企画管理部

（ 事 務 局 ）

子会社ｺ ﾝ ﾌ ﾟ ﾗ ｲ ｱ ﾝ ｽ統括部署

各 子 会 社

基本方針・遵守事項の決定

各部実施状況・計画のﾁｪｯｸ 

各部実施状況・計画の報告 

監 査 役 

監査役会 

監 査 部

実施状況の監査 

連携 

承認 

実施状況ﾁｪｯｸ 

計画付議 

指示・ﾌｫﾛｰ 

所管業務に係るｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ

の主管 

 

指示・ﾌｫﾛｰ 報告 

報告 

株式会社ほくぎんフィナンシャルグループ 

ｸﾞﾙｰﾌﾟのｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ統括部署 
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５．資金の貸付けその他信用供与の円滑化のための方策 

（１）基本的取り組み姿勢 

・中小企業・個人のお取引先の健全な資金需要に応えていくことは地域金融

機関としての使命であり、円滑な資金供給を行っていくために、お客さま

のニーズに合った商品の品揃え、営業体制の改善、ならびに、個人・法人

各層に最適なサービス提供を行う組織体制の整備を行うとともに、積極的

な融資推進による地域への円滑な資金供給に努めてまいります。 

 

（２）具体的方策 

① 中小企業向け貸出 

Ａ. 商品の拡充：小規模企業・個人事業主向け貸出の開発・販売 

（ｽｺｱﾘﾝｸﾞﾓﾃﾞﾙを活用した商品、保証協会との提携商品等） 

ＤＭ、ＦＡＸ等のﾁｬﾈﾙを活用した新商品の検討 

Ｂ. インフラ：中小企業相談デー開催、移動経営相談室（商工会共催）等 

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾗｻﾞの設置検討 

Ｃ. 本部体制：法人推進室の設置（H12.1）国際部の富山移転（H14.6） 

金融ｻｰﾋﾞｽﾀｽｸﾌｫｰｽ、中小口ﾛｰﾝﾀｽｸﾌｫｰｽの立上げ（H15.6） 

 

 

② 個人向け貸出 

Ａ. 商品の拡充：新型ｶｰﾄﾞﾛｰﾝ（審査期間短縮）、新型住宅ﾛｰﾝ（定借対応型等）

の開発・販売 

Ｂ. インフラ：休日・夜間相談会開催、ﾛｰﾝﾌﾟﾗｻﾞ機能強化（営業時間延長等） 

住宅業者説明会の開催 等 

Ｃ. 本部体制：ﾛｰﾝﾀｽｸﾌｫｰｽの立上げ（H15.1） 

 

 

 

６．株式等の発行等に係る株式等及び借入金につき利益をもってす

る消却、払戻し、償還又は返済に対応することができる財源を
確保するための方策 

 

（注）公的資金の概要（注入額、転換時期、等） 

種類 第一回第 1種優先株式 

発行株数 1 億 5 千万株 

発行価額 1 株につき 500 円 

発行総額 750 億円 

優先配当金（優先配当率） 7 円 70 銭（1.54%） 

転換価額・転換条件 172 円 30 銭 

転換請求期間中、毎年の7月 31日の時価で修正 

転換請求期間 平成 13年 3月 1日～平成 22年 7月 29日 

下限転換価額 150 円 

一斉転換日 平成 22 年 7 月 30 日 

 

（１）消却、払戻し、償還又は返済についての考え方 

① 優先株式 750 億円 

・現在具体的な消却計画はないが、本計画を着実に実行し剰余金の積上げを

図っていく。 

 

② 永久劣後ﾛｰﾝ 200 億円 

・計画遂行による自己資本積上げを勘案し、H17.3 にｺｰﾙｵﾌﾟｼｮﾝ行使による返

済を予定。 

 

（２）剰余金の推移（持株会社＋北陸銀行） 

 15/3 16/3 17/3 18/3 19/3 20/3 21/3 

内部留保額 201 43 20 165 188 183 178 

剰余金残高 201 244 264 429 617 800 978 

(億円) 
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７．財務内容の健全性及び業務の健全かつ適切な運営の確保のため

の方策 

（１）リスク管理の状況 

① 基本方針 

・「ﾘｽｸ管理規定」に基づき各種ﾘｽｸ管理の基本方針を取締役会にて決議。 

・本部職務権限明細書にてﾘｽｸに関する権限を職責に応じて委譲。 

（ﾘｽｸに関する諸施策の実施は、常務会あるいは担当役員の権限で実施） 

 

② 資産運用に係る決裁権限の状況 

Ａ. 貸出運用 

・本部職務権限明細書に基づく決裁。（営業店長への一部決裁権限委譲あり） 

・ｸﾞﾙｰﾌﾟ与信限度ﾗｲﾝ制度：限度ﾗｲﾝを超えた与信を行なわない。 

（超過先は対処方針を明確にして、常務会に報告） 

・業種別ﾎﾟｰﾄﾌｫﾘｵ管理：取引に注意を要する業種、残高を圧縮すべき業種を

指定し管理を強化。 

 

Ｂ. 有価証券等市場運用 

・本部職務権限明細書に基づく決裁。 

・業務運営・管理は、ＡＬＭ委員会での検討を経て取締役会へ報告。 

・H15.4 には株式大口保有限度及び評価損限度ﾙｰﾙを厳正化。 

 

（２）償却・引当・回収方針 

① 償却・引当方針 

Ａ. 正常先 

・業種別貸倒実績率に基づいた引当を実施。 

Ｂ. 要注意先 

・一般先（要注）：業種別貸倒実績率に基づく引当 

・一般先（要管）：ｸﾞﾙｰﾌﾟの貸倒実績率に基づく引当 

・特定先（要注・要管）：外部格付のﾃﾞﾌｫﾙﾄ率を参考にした予想損失率に基づ

く引当 

Ｃ. 破綻懸念先 

・個別債権（Ⅲ分類）に予想損失率を乗じた額を引当。 

Ｄ. 実質破綻先・破綻先 

・Ⅲ・Ⅳ分類について全額引当。 

→ 今後は、格付け別のﾃﾞﾌｫﾙﾄ率、貸倒実績率の検証を進め、信用ﾘｽｸの計量的

管理体制の確立を目指す。 

 

② 回収・処理方針 

・管理室（本部）：東京、札幌、富山、金沢 

・地区駐在：福井 

・支店（融資二課）：大阪、函館、旭川、釧路、名古屋 

・ｻｰﾋﾞｻｰの設置（H15 年度中） 

→ 不良債権の集中化を図り、早期処理・回収に努める。 

 

（３）有価証券評価損益と処理方針 

＜保有株式残高圧縮計画＞ 

 13/3 末 14/3 末 15/3 末  17/3 末 

株式残高（簿価） 2,841 2,051 1,727  1,263 

うち上場株（簿価） 2,665 1,869 1,364  900 

Tier Ⅰ比率 83.6% 116.8% 67.8%  約 53% 

→ 株価変動ﾘｽｸを回避するためには、株式残高圧縮が必要であり、今後も計画

的に圧縮を進める。（H17.3末までに上場株（簿価）を 900億円まで圧縮） 

(億円) 
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８．地域経済における位置づけ 

（１）北陸三県 

○ 融資ｼｪｱは 30%程度だが、売上 10 億円以上企業では70%以上の先と取引あり。 

○ 石川銀行一部営業譲受もあり、今後も積極的に営業展開を図る。 

 

① 北陸三県内における融資ｼｪｱの推移 

 12/3 末 13/3 末 14/3 末 

融資残高シェア ３２．８％ ３３．２％ ３４．０％ 

 

② 北陸三県下における法人取引状況（H15.5 末） 

 売上高区分 

 10 億円未満 10～100億円 100億円以上 
合計 

当行取引ｼｪｱ ４３．８％ ７２．３％ ７３．２％ ４６．４％ 

 

（２）北海道 

○ 融資ｼｪｱは 10%未満だが、歴史的にみても当地経済との結びつき深い。 

○ 北海道銀行との経営統合により、より一層当地経済に寄与していく。 

 

① 北海道における融資ｼｪｱの推移 

 12/3 末 13/3 末 14/3 末 

融資残高シェア ６．６％ ６．４％ ７．０％ 

 

② 北海道下における法人取引状況（H15.5 末） 

 売上高区分 

 10 億円未満 10～100億円 100億円以上 
合計 

当行取引ｼｪｱ １０．６％ ２１．３％ ２６．３％ １１．９％ 

 

 

 

 

 

 

 

 


